
令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

No.
経済対策
との関係

補助
・
単独

事業名

事業の概要（実施計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠
④事業の対象（交付対象者・対象施設等）

事業
始期

事業
終期

事業予算額
（円）

成果目標 担当課

1

5

福祉施設等物
価高騰対策支
援金（介護区
分）

Ⅱ.物価高の克
服

単独

肝付町物価高騰対
応重点支援給付金
【均等割非課税世
帯・子ども加算・
不足額給付】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3400世帯×30千円、
子ども加算　250人×20千円のうちR６計画分
事務費　6,417千円
事務費の内容
需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　
として支出
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3400世帯）

R7.2 R7.7 113,417,000
　対象世帯に対して令和７年５月までに支給を開
始する。

福祉課　
税務課　

米国関税措置 単独

①物価高騰している現状を踏まえ、町内福祉施設等の負担軽減を図ることで、利
用者への価格の転嫁や食事などのサービスの質の低下を回避し、利用者が安心し
てサービスを受けらるようにすることを目的に、物価上昇相当分の食材費を支援
する。
②補助金
③食材、または食事（弁当代・食事提供委託費）に係る経費
■入所系　21,000円／年×365名＝7,665,000円
■通所系　25円／食×70,000食／年間＝1,750,000円
■配食見守りサービス　25円／食×42,000食／年間＝1,050,000円

≪単価基礎≫　
■入所系　日額：1,445円（食事の提供平均額）×40％（食材）×365日×10％
（高騰分）≒21,000円
■通所系・配食見守り一食あたり　25円
④基準日時点で、当該施設において介護保険サービス等の提供を行っているこ
と。
（サービス種別）入所系・通所系・配食サービス

R7.7 R7.10 8,580,000

　物価が高騰する中にあって、特に影響を受けて
いる食材費を支援することにより、サービス等利
用者に価格転嫁することなくサービス等事業者の
負担軽減を図る。
（対象事業所16事業所への支援：100％）

福祉課
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6

福祉施設等物
価高騰対策支
援金（介護区
分）

7
漁業継続支援
対策事業助成
金

米国関税措置 単独

①物価高騰している現状を踏まえ、町内福祉施設等の負担軽減を図ることで、利
用者への価格の転嫁や食事などのサービスの質の低下を回避し、利用者が安心し
てサービスを受けられるようにすることを目的に、物価上昇相当分の食材費を支
援する。
②補助金
③食材、または食事（弁当代・食事提供委託費）に係る経費
■短期入所　　　　　　  12,000円／年×18名＝ 216,000円
■ 共同生活援助（ＧＨ） 16,000円／年×34名＝544,000円
■通所系（生活介護）　25円／食×7,400食／年間＝185,000円
■通所系（就労支援B型）　25円／食×13,800食／年間＝345,000円
≪単価基礎≫　
　日額：1,445円／食事の提供平均額×40％（食材）×365日×10％（高騰分）
≒21,000円
■共同生活援助　21,000円×75％≒16,000円
■短期入所　16,000円×75％≒12,000円
■通所系一食当たり　25円
④基準日時点で、当該施設において障がい福祉サービスの提供を行っているこ
と。
（サービス種別）《通所系、入所・居住系》

R7.7 R7.10 990,000

　物価が高騰する中にあって、特に影響を受けて
いる食材費を支援することにより、サービス等利
用者に価格転嫁することなくサービス等事業者の
負担軽減を図る。
（対象事業所3事業所への支援：100％）

福祉課

米国関税措置 単独

①本町の主要産業である水産業は、燃油・資材等の物価高騰や水産物の消費の低
迷により漁業収益が減少し厳しい経営状況下にある。
　このような現状の中，漁業者の生産基盤である漁船の損害保険料掛金も経営を
圧迫する一因となっているため，漁業者が負担する漁船保険料の一部助成をおこ
なうことで，費用負担を軽減し漁業経営の継続及び安定に資することを目的とす
る。
②漁船の所有者等が当該年度に支払うべき漁船保険掛金から国庫補助金を差し引
いた額に100分の20を乗じて得た額とし、一隻の上限を20万円とする。ただし、
補助額は100円未満を切捨てとする。
③年間保険料14,998,611円×補助率20％＝2,999,722円≒3,000,000円
④(１) 肝付町に住所を有する者
　(２) 町内漁業協同組合の組合員又は漁業協同組合
　(３) 漁船を所有又は使用している者
　(４) 町税等の滞納がない者
　(５) その他必要に応じて町長が定める者

R7.7 R8.3 2,400,000
　費用負担を軽減させることで、経営の継続や安
定に繋がり経営困難による廃業や規模縮小を防
ぎ、安定した水産物提供のを維持を図る。

林務水産商工課
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8

医療機関等に
対する物価高
騰対策支援事
業補助金

9

医療機関等に
対する物価高
騰対策支援事
業補助金（町
立病院分）

米国関税措置 単独

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町内の医療機関に対し、
国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、国の推奨事業メ
ニューに基づき、医療に対する物価高騰対策を支援するものです。
町内医療機関等は、今回の物価高騰で打撃を受けているものと考えております。
支援を実施することで、日々町民の生命を守っている医療機関等の安定的な運営
に寄与いたします。
②補助金
③電気料の値上げの続く中、特に燃料調整額が昨年から大きく値上がり（単価
2.54から4.77）
半年間の電気代を、昨年度と同じ時期分と比較勘案し、職員やベッド数の規模に
応じて算出しております。
・医療機関7施設：2,000,000円　　歯科医院6施設：600,000円　　調剤薬局6施
設：600,000円　　助産院1施設：100,000円　
④電気代：7病院、6歯科医院、6薬局、1助産院　計20機関
　

R8.2 R8.2 2,800,000

　物価高騰で収入が減少している医療機関におい
て、物価高騰は経営に打撃を与えている。
物価高騰の中で特に影響が大きい電気代、燃料
代、食材費を支援し、医療機関等の経営の安定化
に資する。
（対象事業所20事業所への支援：100％）

健康増進課

米国関税措置 単独

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町内の医療機関に対し、
国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、国の推奨事業メ
ニューに基づき、医療に対する物価高騰対策を支援するものです。
町内医療機関等は、今回の物価高騰で打撃を受けているものと考えております。
支援を実施することで、日々町民の生命を守っている医療機関等の安定的な運営
に寄与いたします。
②補助金
③基礎額：職員10人以下100,000円、11人以上200,000円
　加算額：保有病床数×5,000円（上限500,000円）

●町立病院
　基礎額：200,000円
　加算額：200,000円（病床数40床×5,000円）
　合計400,000円

R8.2 R8.2 300,000

　物価高騰で収入が減少している医療機関におい
て、物価高騰は経営に打撃を与えている。
物価高騰の中で特に影響が大きい電気代、燃料
代、食材費を支援し、医療機関等の経営の安定化
に資する。

健康増進課


